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1. はじめに 

2024 年 1 月 1 日に発生した令和 6 年能登半島地震は，石川県，富山県，新潟県の広範囲に甚大な液状化被害をもたら

した。特に，石川県河北郡内灘町及びかほく市周辺は被害が顕著であり，液状化による地盤の側方流動や，それに伴う水

路閉塞等が確認され，被害状況把握や被災メカニズムの解明を目的とした現地調査 1)～4)や室内試験 5)が実施されている。

地震発生後の災害復旧にあたっては，被害状況の迅速な把握が不可欠であるが，被害が広範囲に及ぶと状況把握が困難と

なる場合がある。そのため，被害状況を効率的に把握できる方法が必要である。 

近年，合成開口レーダー（Synthetic Aperture Radar, 以下 SAR とする）を用いて，衛星画像から地表面状態を観測でき

る干渉 SAR 解析が実用化されている。干渉 SAR 解析は，SAR で地表の同一地点を 2 時期で観測し，得られた反射波を

干渉させて得られる位相差を実際の距離変化に換算することで地表面変位を推定する技術である。ただし，液状化等によ

って地表面の散乱状態が著しく変化した場合は，地震前後の反射波を干渉させることができず，地表面変位の推定が困難

になる。そのため，本論文では，地震前後の地表面の散乱状態の変化を表す指標であるコヒーレンスを用いて，地震によ

る地盤変状範囲を推定する。既往研究では，干渉 SAR 解析を用いた液状化地域の把握や宅地造成地の変動検出等の試み

がなされている。小林ら 6)は，干渉 SAR 解析で得られる地震前後の地表面の散乱状態の変化（コヒーレンス変化）を利

用して，2011 年東北地方太平洋沖地震に伴って発生した液状化地域の把握を試みた。その結果，浦安市とその周辺で，現

地調査で確認された液状化/非液状化範囲とコヒーレンス変化の分布に空間的に良い相関が認められ，干渉 SAR 解析の結

果から液状化範囲を調査する際は，コヒーレンス画像の利用が可能であるとの結果を得ている。ただし，コヒーレンス変

化から一意に液状化の発生有無を特定することは原理上不可能であるため，その限界を把握したうえで調査に活用する

ことが重要と結論付けられている。また，宮嶋ら 7)は，干渉 SAR 解析を用いて，2011 年東北地方太平洋沖地震で発生し

た宅地造成地の地盤変状検出を試み，実際に地盤変状が確認された箇所が，干渉画像上において局所的な位相変化領域や

非干渉領域として検出されることを示した。これらの結果からも，地震や液状化等に起因する地盤変状範囲の抽出には，

干渉 SAR 解析のコヒーレンス変化に着目すべきであることが示唆される。 

本論文の目的は，令和 6 年能登半島地震によって甚大な液状化被害を受けた石川県河北郡内灘町及びかほく市を対象

に干渉 SAR 解析を実施し，地震発生前後の地表面のコヒーレンス変化から，地震による地盤変状範囲を抽出することで

ある。併せて，抽出した地盤変状範囲と実際の被害状況との整合性を確認するとともに，地形・地質等に着目し，変状要

因を考察することを目的とする。 

 

2. 内灘町及びかほく市における液状化被害の概要 

石川県河北郡内灘町及びかほく市は，内灘砂丘の内陸側外縁部に位置しており，令和6年能登半島地震によって，甚大な液

状化被害が発生した。図 1は，内灘町及びかほく市の位置図を示している。特に，内灘砂丘の河北潟側の外縁部に位置する県

道8号沿いで顕著な液状化被害がみられ，河北潟干拓地方向への地盤の側方流動や噴砂が確認されている1)～3)。 

 

3. 干渉SAR解析による地盤変状範囲の抽

出方法 

3.1. 干渉 SAR 解析の概要 

合成開口レーダー（SAR）は，人工衛星に搭載

されるレーダーの一種であり，衛星自ら地表面に

マイクロ波を発射し，地表面で様々な方向へ散乱

した反射波の中でレーダー方向へ戻る成分（後方

散乱波）を観測して画像化する特徴をもつ。干渉

SAR 解析は，SAR を用いて，地表の同一地点を
図 1 内灘町及びかほく市 位置図8)に加筆 
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異なる 2 時期で観測し，観測した反射波の位相差を実際の距離変化に換算することで地表面変位を推定する技術である。

干渉 SAR 解析に用いる 2 枚の衛星画像は，衛星軌道と観測範囲が同一であることに加えて，観測に用いたマイクロ波の

周波数帯が一致している必要がある。図 2 は，干渉 SAR 解析の概念図を示している。観測する位相差は-π～πの値の繰

返しで折り畳まれ記録されるため，位相差を実際の変位量に換算する際には，空間的な連続性を考慮して位相差を連続的

な値（絶対値）に戻す必要がある。よって，地震や液状化により地表面状態が局所的に激しく変化した場合は，位相差の

空間的な連続性が損なわれ，バラツキが大きくなるため，位相差を連続的な値に戻すことができず，変位の推定が困難と

なる。そのため，本論文では 1 回目と 2 回目の地表面の散乱状態の変化を表す指標であるコヒーレンスを用いて，地震に

よる変状範囲を抽出する。 

 

 
図 2 干渉 SAR 解析の概念図9)，10)に加筆 

 

3.2. コヒーレンス低下量に基づく地盤変状範囲の抽出 

コヒーレンスは，1 回目観測と 2 回目観測で観測された後方散乱波の整合性や類似度を示す指標であり，0～1 の値をと

る（具体的な算出式は，例えば文献 9)等を参照）。一般的に，コヒーレンスの値は地表面の被覆状態に依存し，建物が多

く存在し，安定した後方散乱波が得られる都市部で高く，植物の影響で地表面の被覆状態が変化しやすい森林や田畑等で

低い値をとる（表 1 参照）。ただし，安定した後方散乱波が得られる都市部であっても，1 回目観測と 2 回目観測の間で

地震等によって構造物や地表面に大規模な変形・変位があった場合は，後方散乱波の類似度が低くなるため，コヒーレン

スは低下する。 

本解析では，地震前の 2 時期に撮影された衛星画像及び地震前後の 2 時期に撮影された衛星画像を用いて，2 通りの干

渉 SAR 解析を実施し，それぞれのコヒーレンス分布を求める。はじめに，地震前 2 時期に撮影された衛星画像を用いて

干渉 SAR 解析を実施し，地震前のコヒーレンス分布を求める。この分布は，その土地が元来保有するコヒーレンス分布

であり，人工物が多く後方散乱が強い範囲では高いコヒーレンス，田畑や森林が分布し後方散乱が弱い範囲では低いコヒ

ーレンスが得られる。次に，地震前後 2 時期に撮影された衛星画像を用いて干渉 SAR 解析を実施し，地震後のコヒーレ

ンス分布を求める。地震によって構造物や地表面に大規模な変位が生じ，地表面状態が著しく変化した場所では，地震前

後で観測される後方散乱波の類似度が低くなるため，地震前と比較してコヒーレンスは低下する。最後に，2 つのコヒー

レンス分布の差分を取ることで，地震前後でコヒーレンスが著しく低下した範囲を抽出する。図 3 は，解析手順の概念

図を示している。また，図 4 は推定するコヒーレンス低下量分布の概念図を示している。なお，図 4 中の四角は，地図

投影後の各メッシュ（約 14m 四方）と得られたコヒーレンス値を示している。コヒーレンスが著しく低下した範囲は，

地震前後で地表面の状態が著しく変化した範囲であるため，地震により何らかの被害を受けている可能性が高い。ただ

し，田畑や森林等が分布する範囲は，元来保有するコヒーレンスが低いため，コヒーレンス低下量分布から地表面状態の

変化を抽出しづらい点に留意する必要がある。 

 

表 1 一般的な地表面の被覆状態とコヒーレンスの関係性 

地表面の被覆状態 特徴 コヒーレンス値の傾向 

都市部 ・人工物（家屋，道路，ビル）が多く後方散乱が強い 高（1 に近い） 

森林・田圃・畑等 ・植生の影響で安定した後方散乱波が得られない 中～低 

水面 ・鏡面反射となり，後方散乱波はほとんど生じない 低（0 に近い） 
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図 3 干渉 SAR 解析のコヒーレンス低下量に基づく変状範囲の抽出 概念図 

 

図 4 コヒーレンス低下量分布の概念図 

 

3.3. 解析条件 

表 2 は本解析で使用した SAR である Sentinel-1 の諸元を，表 3 は干渉 SAR 解析の検討ケースを示している。はじめ

に，地震前の 2 時期に撮影された衛星画像を用いて干渉 SAR 解析を実施し，その土地固有のコヒーレンス分布を求める。

次に，地震前後の 2 時期に撮影された衛星画像を用いて干渉 SAR 解析を実施し，地震後のコヒーレンス分布を求める。

最後に，それらの差分を取ることで，地震前後でコヒーレンスが低下し，地表面状態が著しく変化した範囲を抽出した。

本解析で得られるコヒーレンス変化は，地震前後の 2 時期間で発生したすべての地表面変化によるものである。そのた

め，地震以外の要因を可能な限り取り除くため，地震発生日（2024 年 1 月 1 日）を跨いだ直近 2 観測日（2023 年 12 月

30 日，2024 年 1 月 11 日）の衛星画像を用いて，地震後のコヒーレンス分布を求めた。また，本解析で用いた衛星 Sentinel-

1 は，概ね 12 日に 1 度，地表の同一地点を観測する軌道で地球を周回している。そのため，災害直後に衛星画像を用い

た解析を実施する場合には，直近及び次回の衛星観測日に留意する必要がある（最大で約 12 日後の観測となる場合があ

る）。なお，本論文で実施した干渉 SAR 解析では，衛星画像のノイズ軽減を目的としてマルチルッキング処理（アジマス

方向 4 ルック×レンジ方向 1 ルック）を実施し，約 14m のメッシュサイズで地図投影を行った。 

 

表 2 干渉 SAR 解析に使用した衛星概要 

名称 バンド帯（マイクロ波の波長） 水平分解能力（≒識別可能な最小の大きさ） 観測頻度 

Sentinel-1 C バンド（約 6cm） 
約 5m（衛星進行方向（アジマス方向）） 

×約 20m（進行方向と直角方向（レンジ方向）） 
約 12 日毎に 1 回 

 

表 3 干渉 SAR 解析の検討ケース 

No. 項目 衛星画像撮影日（1 回目観測－2 回目観測） 

1 ・地震前のコヒーレンス分布（その土地固有のコヒーレンス分布） 2023/12/18（地震前）－2023/12/30（地震前） 

2 ・地震後のコヒーレンス分布 2023/12/30（地震前）－2024/1/11（地震後） 

 

4. 干渉 SAR 解析で抽出した地盤変状範囲 

図 5 は，干渉 SAR 解析で得られたコヒーレンス分布を示している。順に（1）地震前のコヒーレンス分布，（2）地震後

のコヒーレンス分布，（3）地震前後でのコヒーレンス低下量の分布を示している。図 5（3）の赤～橙色で示す範囲が，
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地震前後でコヒーレンスが著しく低下した範囲である。当該範囲は，地震前後で地表面状態が大きく変化し，地震による

何らかの変状が発生したと考えられる。ただし，河北潟干拓地内の一部区域のように地震前のコヒーレンスが概ね 0.4 以

下と低い範囲では，地震によって地盤変状が発生していた場合でも，コヒーレンス変化（低下）を抽出できない場合があ

る。そのため，田畑や森林等，その土地固有のコヒーレンスが低い範囲を評価する場合は留意が必要である。 

 

 

図 5 干渉 SAR 解析で推定したコヒーレンス分布と地震前後のコヒーレンス低下量8)に加筆 

 

5. 現地被害状況と干渉 SAR 解析結果の比較 

干渉 SAR 解析で推定した地盤変状範囲と現地の被害状況を比較し，整合性を確認した。解析結果と現地被害状況の比

較は，内灘町西荒屋（にしあらや）地区，内灘町室（むろ）地区及びかほく市宇野気（うのけ）地区の 3 地区で実施した。

図 6 は被害状況を比較した 3 地区の位置関係を示している。 

 

5.1. 内灘町西荒屋地区 

図 7 は，内灘町西荒屋地区の被害状況を示している。写真①は，県道 8 号の被害状況を示しており，路面の起伏に加

えて河北潟干拓地方向への電柱の傾きが確認された。また，写真②は，県道 8 号より内灘砂丘側に位置する小学校グラン

ドであり，河北潟干拓地側への側方流動に伴い発生したテンションクラックの状況を示している。写真①及び写真②で示
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したエリアは，地震によって大規模な地表面変位が生じ，地震前後の後方散乱波の類似度が低くなったため，コヒーレン

スが低下したと考えられる。また，写真③は，小学校近傍の路面で確認された噴砂であり，付近一帯で同様の変状が確認

されている。噴砂が確認された場所では，路面や構造物のクラックや傾きも確認することができ，液状化によって地表面

変位が生じたことによってコヒーレンスが低下したと考えられる。以上の比較から，顕著なコヒーレンス低下がみられた

県道 8 号沿いや小学校付近で液状化に伴う地盤変状を確認でき，西荒屋地区において解析結果と実際の被害状況との対

応を確認できた。 

  

 

5.2. 内灘町室地区 

図 8 は，内灘町室地区の解析結果と被害状況の比較を示している。写真④，⑤は，室橋付近で発生した側方流動の様

子を示している。室橋付近では，県道 8 号よりも河北潟干拓地側の宅地が水路方向へ側方流動しており，水路閉塞等が発

生している。また，写真⑥，⑦は県道 8 号における被害状況を示しており，河北潟干拓地方向への地盤の変状や電柱の傾

き等が確認されている。内灘町西荒屋地区と同様に，被害が大きな場所で著しいコヒーレンス低下がみられ，解析結果と

実際の被害状況との対応を確認できた。 

 

 

図 8 内灘町室地区における解析結果と被害状況の比較8)に加筆 

図 6 現地状況と解析結果の比較場所 図 7 内灘町西荒屋地区における解析結果と被害状況の比較8)に加筆 
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5.3. かほく市宇野気地区 

図 9 は，かほく市宇野気地区における解析結果と被災状況の比較を示している。かほく市宇野気地区は，河北潟干拓

地から北東方向に約 1km 離れた場所に位置しており，内灘町の西荒屋地区，室地区と比較すると液状化被害の程度は軽

微であるが，コヒーレンスの低下が確認された。写真⑧，⑪は，現地調査の結果確認された噴砂の発生状況を示している。

また，液状化に伴う変状と考えられる地盤の沈下（写真⑨）や電柱の傾き（写真⑩）等が確認された。コヒーレンス低下

量に着目することで，内灘町西荒屋地区，室地区と比較して変状が軽微であったかほく市宇野気地区の地盤変状範囲を抽

出することができた。一方で，コヒーレンス変化量の絶対値に着目すると，大規模な変状がみられた西荒屋地区及び室地

区では概ね 0.4～0.6 が分布し，一部 0.6～0.8 の範囲が確認されている。宇野気地区は，2 地区と比較して変状が軽微であ

ったものの，コヒーレンス変化量の絶対値に明確な差異はなかった。そのため，今回の事例では，コヒーレンス変化量の

絶対値から変状程度を推定することは困難と考えられる。 

 

 

図 9 かほく市宇野気地区における解析結果と被害状況の比較8)に加筆 

 

6. 変状要因に関する考察 

6.1. 内灘町周辺の地質と地歴 

内灘町では，昭和初期から 1970 年代にかけて実施された干拓及び埋め立て事業によって，河北潟が陸地化されている。

図 10 は，干拓・埋立事業以前の内灘町の旧地形図と，5 万分の 1 地質図の比較を示している。現在の県道 8 号付近であ

る内灘砂丘の河北潟側外縁部は，砂丘後背砂地であり中粒砂及び細粒砂が堆積している。 

 

 
図 10 内灘町の旧地形図と地質区分11)  
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図 11 は，河北潟における干拓・埋め立て事業及びその前後の地形図を示している。河北潟では，昭和初期から埋め立

て事業が実施され，1960 年代までに図 11 中央図の赤枠範囲が埋め立てられている。また，1970 年代には国営干拓事業

が実施され，図 11 右図のように，河北潟が陸地化されている。 

 

 

図 11 内灘町及び河北潟干拓地の埋め立て範囲 

 

図 12，図 13 はそれぞれ内灘町西荒屋地区，室地区の地形の変遷を示している。両図ともに，左から干拓・埋め立て事

業前の旧地形図（1910 年代），1960 年代の航空写真，現在の航空写真を示し，赤線は旧地形図及び航空写真から想定され

る原地盤（砂丘層）と埋め土層の境界線を示している。内灘町西荒屋地区は，土砂採取場として掘削された場所が埋め立

てられ，現在の西荒屋小学校となっている。また，内灘町室地区は，干拓事業に伴う埋め立てにより県道 8 号より河北潟

側の低地が宅地化されている。 

 

 
図 12 内灘町西荒屋地区における旧地形図と干拓・埋め立て前後の航空写真の比較8)に加筆 

 

 

図 13 内灘町室地区における旧地形図と干拓・埋め立て前後の航空写真の比較8)に加筆 
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6.2. 内灘町の地質・地歴を踏まえた変状要因の考察 

本解析で抽出したコヒーレンス低下範囲は，図 14 右図の通り，河北潟干拓地の汀線で原地盤（砂丘）と埋め土層の境

界部に相当する区間 1 と，河北潟干拓地の北側に位置する区間 2 に大別される。各区間の特徴を以下に示す。 

 

 

図 14 干拓・埋め立て以前の航空写真とコヒーレンス低下量分布の比較8)に加筆 

 

(1) 内灘砂丘内陸側外縁部の旧汀線（区間 1） 

図 15 は，内灘町西荒屋地区及び室地区で想定される埋め立て範囲と，抽出したコヒーレンス低下量分布の比較を示し

ている。顕著なコヒーレンス低下が見られた範囲は，砂丘層と埋め土層の境界と概ね対応している。そのため，原地盤（砂

丘層）と比較して相対的に緩い埋め土層で顕著な液状化被害が発生した可能性が示唆される。 

 

 

図 15 内灘町西荒屋地区（左）及び室地区（右）における原地盤・埋め土の境界とコヒーレンス低下量分布の比較8)に加筆 

 

図 16 は，区間 1 における 5 万分の 1 地質図 11)に加筆とコヒーレンス低下量分布の比較を示している。顕著なコヒーレン

ス低下がみられた範囲は，砂丘後背砂地（中粒砂および細粒砂）の分布範囲と概ね対応しており，液状化による変状範囲
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と地質区分との相関性が認められる。また，図 17 は，5m 間隔で作成した等高線，周辺地質調査 12)で確認された地下水

位深度及びコヒーレンス低下量分布の比較を示している。図中の黒線は 5m 間隔の等高線を示しており，赤線は標高 5m

の等高線を示している。顕著なコヒーレンス低下がみられた範囲は，標高 5m の等高線を上端として分布している。また，

当該範囲周辺で実施された地質調査でも，深度 0～2m 程度の浅い地下水位が観測されている。以上，区間 1 では以下の

要因によって液状化による地盤変状が発生したと考えられる。 

・原地盤（砂丘層）と埋め土層の境界部であり，原地盤と比較して相対的に緩い埋め土層で顕著な液状化被害が発生した

可能性がある。 

・砂丘後背砂地が分布する範囲であり，他地区と比較してゆるい細粒砂が堆積していたと考えられる。 

・標高が 5m 以下と低く，周辺地下水位が約 0～2m と浅いため，液状化が発生しやすい地盤条件であったと推察される。 

 

 

図 16 5万分の1地質図とコヒーレンス低下量分布（河北潟周辺）の比較11)に加筆 

 

 

図 17 等高線及び地下水位とコヒーレンス低下量分布の比較（河北潟周辺）8)に加筆 

 

(2) 河北潟北部（区間 2） 

区間 2 は，干拓・埋め立て工事の対象範囲外であり，河北潟北東部の内灘砂丘内陸側外縁部に位置する。図 18 は，5

万分の 1 地質図 11)に加筆とコヒーレンス低下量分布の比較を示している。著しくコヒーレンス低下した範囲は，砂丘後背砂

地が分布する範囲と概ね対応しており，液状化による変状範囲と地質・地形区分の相関性が認められる。また，図 19 は，

5m 間隔で作成した等高線，周辺の地質調査結果 12)で確認された地下水位及びコヒーレンス低下量分布の比較を示してい

る。区間 1 と同様に，コヒーレンス低下がみられた範囲は標高 5m の等高線を上端として分布しており，地下水位深度も

0～1m 程度と浅い。以上から，区間 2 は，干拓・埋め立て工事の対象範囲外であるものの，以下の要因により液状化によ
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る地盤変状が発生したと考えられる。 

・砂丘後背砂地が分布する範囲であり，他地区と比較してゆるい細粒砂が堆積していたと考えられる。 

・標高が 5m 以下と低く，周辺地下水位が約 0～2m と浅いため，液状化が発生しやすい地盤条件であったと推察される。 

 

 

図 18 5万分の1地質図とコヒーレンス低下量分布の比較11)に加筆 

 

 

図 19 等高線及び地下水位深度とコヒーレンス低下量分布の比較（河北潟北部）8)に加筆 

 

7. 結論 

本論文では，令和 6 年能登半島地震によって甚大な液状化被害を受けた内灘町及びかほく市を対象に干渉 SAR 解析を

実施し，地震発生前後の地表面の散乱状態の変化から，地震による地盤変状範囲を抽出した。併せて，解析結果と実際の

被害状況を比較するとともに，地形・地質等に着目し，変状要因を考察した。得られた結論を以下に示す。 

(1) 干渉 SAR 解析で得られる地震前後のコヒーレンス低下量から，内灘町及びかほく市で発生した地震による地盤変

状範囲を推定できた。併せて，実際の被害状況との比較から，解析結果と液状化による変状範囲との対応を確認

できた。 

(2) また，抽出した変状範囲は，旧地形図，航空写真等との比較結果から，内灘砂丘内陸側外縁部の旧汀線と河北潟
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北部に大別されることが明らかになった。 

(3) 内灘砂丘内陸側外縁部の旧汀線は，原地盤（砂丘層）と埋め土層の境界部であり，原地盤と比較して相対的に緩

い埋め土層で顕著な液状化被害が発生したと考えられる。さらに，砂丘後背砂地であり，他地区と比較してゆる

い細粒砂が堆積していたと考えられる。また，標高が 5m 以下と低く，周辺地下水位が約 0～2m と浅いことも変

状発生の一因であったと考えられる。 

(4) 一方で，河北潟北部は，干拓・埋め立て工事の対象範囲外であるが，砂丘後背砂地であり，他地区と比較してゆ

るい細粒砂が堆積していたと考えられる。また，標高が 5m 以下と低く，周辺地下水位が約 0～2m と浅いことも

変状発生の一因であったと考えられる。 

(5) なお，本解析手法は解析を実施した 2 時期内でコヒーレンス変化に着目して地表面状態が変化した範囲を抽出す

る手法である。そのため，解析期間内に人工的な土地改変等が実施されている場合や，固有のコヒーレンスが低

い場所の評価には留意が必要である。 
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